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(57)【要約】
【課題】　本発明は、電磁弁の内部が短い時間で十分に
殺菌可能な電磁弁及び飲料供給装置を提供することを目
的とする。
【解決手段】　本発明の電磁弁１０は、弁箱１１と、弁
箱１１に飲料を流入する入口ポート１１ａと、弁箱１１
から飲料を流出する出口ポート１１ｂと、入口ポート１
１ａ及び出口ポート１１ｂの間で弁箱１１に収容される
可動鉄心部１３と、可動鉄心部１３の一端側に設けられ
出口ポート１１ｂを閉鎖するシール部１９と、可動鉄心
部１３の他端側に設けられ出口ポート１１ｂを閉鎖する
ようにシール部１９を付勢するスプリング１７とを備え
る。電磁弁１０は、可動鉄心部３に形成される１つまた
は複数の溝部（ポート間流路）１３ａと、循環ポート１
１ｄとを備え、シール部１９が出口ポート１１ｂを閉鎖
した状態で、入口ポート１１ａ及び循環ポート１１ｃの
間で、１つまたは複数の溝部１３ａを介して殺菌媒体が
流通する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弁箱と、前記弁箱に飲料を流入する入口ポートと、前記弁箱から飲料を流出する出口ポ
ートと、前記入口ポート及び前記出口ポートの間で前記弁箱に収容される可動心部と、前
記可動心部の一端側に設けられ前記出口ポートを閉鎖するシール部と、前記可動心部の他
端側に設けられ前記出口ポートを閉鎖するように前記シール部を付勢する付勢部材とを備
える、電磁弁であって、
　前記電磁弁は、前記入口ポートから前記出口ポートまでの間で飲料を流すポート間流路
と、前記出口ポート側で前記ポート間流路に接続される循環ポートとを備え、
　前記シール部が前記出口ポートを閉鎖した状態で、前記入口ポート及び前記循環ポート
の間で、前記ポート間流路を介して殺菌媒体が流通する、電磁弁。
【請求項２】
　請求項１に記載の電磁弁において、前記ポート間流路は、前記弁箱の内面または前記可
動心部の外面に形成された１又は複数の溝部であるか、前記ボディ部の内面及び前記可動
心部の外面の間に形成された空間である、電磁弁。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の電磁弁において、前記循環ポートは、前記出口ポートに隣接
する前記弁箱の側壁に設けられる、電磁弁。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記循環ポートは、前記電磁弁
の長手方向に対して所定の角度をなして配置される、電磁弁。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記弁箱には、前記可動心部を
進退自在に収容する大径管部を備え、前記大径管部の直径は、前記入口ポート及び／又は
前記出口ポートの直径より大きい、電磁弁。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記可動心部が可動鉄心部であ
り、前記電磁弁は前記可動鉄心部を磁力で移動するためのコイル部を備える、電磁弁。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記付勢部材はスプリングであ
り、前記電磁弁は前記スプリングを収容する収容部を備える、電磁弁。
【請求項８】
　請求項７に記載の電磁弁において、前記収容部は、前記可動心部の前記他端側に設けら
れた凹状収容部であり、前記入口ポート及び前記凹状収容部の間に前記スプリングが収容
される、電磁弁。
【請求項９】
　請求項８に記載の電磁弁において、前記凹部状収容部には１つまたは複数のスリットが
設けられ、前記スリットを介して前記ポート間流路及び前記入口ポートが連通される、電
磁弁。
【請求項１０】
　請求項７に記載の電磁弁において、前記電磁弁は、前記入口ポートから前記弁箱内に延
長する延長管部を備え、前記収容部は、前記延長管部と前記弁箱との間に形成される環状
収容部である、電磁弁。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の電磁弁において、前記延長管部には１つまたは複数のスリットが設
けられ、前記スリットを介して前記ポート間流路及び前記入口ポートが連通される、電磁
弁。
【請求項１２】
　請求項１０又は１１に記載の電磁弁において、前記延長管部はその末端に開口が設けら
れ、前記開口を介して前記ポート間流路及び前記入口ポートが連通される、電磁弁。
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【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記循環ポートは前記弁箱の
下部に設けられる、電磁弁。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記殺菌媒体は、熱水である
、電磁弁。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の電磁弁を備える、飲料供給装置。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の飲料供給装置において、前記循環ポート又は前記入口ポートに接続
される管路に加熱部材を備える、飲料供給装置。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の飲料供給装置において、前記シール部が前記出口ポートを閉鎖した
状態で、前記加熱部材の加熱により生成した殺菌媒体が、前記循環ポート又は前記入口ポ
ートを介して、前記電磁弁内に供給される、飲料供給装置。
【請求項１８】
　請求項１６又は１７に記載の飲料供給装置において、前記殺菌媒体が前記加熱部材に加
熱されて生じた対流により、前記循環ポート又は前記入口ポートを介して、前記電磁弁内
に供給される、飲料供給装置。
【請求項１９】
　請求項１５～１８のいずれか一項に記載の飲料供給装置において、前記電磁弁に殺菌媒
体を循環させる循環管路を備える、飲料供給装置。
【請求項２０】
　請求項１５～１９のいずれか一項に記載の飲料供給装置であるウォータサーバ。
【請求項２１】
　請求項２０に記載のウォータサーバは、冷水供給部側に前記電磁弁を備える、ウォータ
サーバ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、閉鎖状態でシール部を殺菌可能な電磁弁、及びこの電磁弁を備えたウォータ
サーバ等の飲料供給装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、飲料供給装置であるウォータサーバは、配管系統中に飲料水を貯留するタンクを
有し、前記配管系統を殺菌処理する手段として、前記タンクの飲料水を殺菌可能な温度に
加熱するための加熱手段と、前記タンク内の高温水を前記配管系統に向けて供給させるポ
ンプと、前記ポンプによって前記配管系統に送られた前記高温水を再び前記タンクに戻す
ための循環管路とを備えるものが提案されている。
【０００３】
　このようなウォータサーバは、上記ポンプや、自然循環（対流）によって高温水を配管
系統に供給させる形態の殺菌処理を定期的に実施させることで、配管系統を微生物の繁殖
していない状態に維持するものである。
【０００４】
　上記ウォータサーバの一例を図７を用いて説明する。ウォータサーバ１００は、飲料水
容器１０２と、飲料水容器１０２から落下した飲料水を受け入れる冷水タンク１０３と、
冷水タンク１０３から飲料水を受け入れる温水タンク１０５と、冷水タンク１０３内の冷
水を飲料容器等に注水する冷水注水部１０７と、温水タンク１０５内の温水を飲料容器等
に注水する温水注水部１２０とを備える。なお、温水タンク１０５には図示しないヒータ
が設けられ、冷水タンク１０３には図示しない冷却機が設けられている。ウォータサーバ
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１００の冷水注水部１０７には、次の図８に示す電磁弁１１０が設けられる。
【０００５】
　図８に示すように、電磁弁１１０はボディ部１１１を備え、このボディ部１１１は、飲
料水が流入する入口ポート１１１ａと、入口ポート１１１ａに接続される弁箱１１１ｄと
、弁箱１１１ｄに接続される出口ポート１１１ｂとを備える。
【０００６】
　電磁弁１１０は、弁箱１１１ｄ内に配置され入口ポート１１１ａと出口ポート１１１ｂ
との間の管路を開閉するダイヤフラム（弁体）１１９と、ダイヤフラム１１９に接続され
る可動鉄心部１１３と、可動鉄心部１１３を磁力で移動するためのコイル部１１５と、可
動鉄心部１１３及びダイヤフラム１１９を弁座１１１ｅに向けて付勢するスプリング１１
７と、出口ポート１１１ｂに接続される注水口部１１８とを備える。
【０００７】
　図８に示すように電磁弁１１０が閉鎖すると、ダイヤフラム１１９のシール面１１９ａ
が弁座１１１ｅに着座して、弁座１１１ｅの前後の流れを遮断する。この状態で、殺菌用
の熱水が電磁弁１１０の循環ポート１１１ｃから入口ポート１１１ａに流れる。しかし、
このような電磁弁１１０の構造では、循環水洗浄時に熱水がダイヤフラム１１９のシール
面１１９ａの近傍まで流入しないため、電磁弁の殺菌に必要な温度まで上昇するのに時間
がかかっていた。さらに、熱水が直接接触しないダイヤフラム１１９の外周部１１９ｂの
下方には空間が形成されており、特にこの空間における殺菌に必要な温度まで上昇するの
に時間がかかっていた。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１６５７７５号
【特許文献２】特開２０１３－１８０８０３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　図８に示したように、熱水洗浄時の流路が電磁弁主要部（ダイヤフラム１１９のシール
面１１９ａ、外周部１１９ｂ）を通過しないため、電磁弁の殺菌に時間を要するため、エ
ネルギー効率が悪くなっている。さらに、熱水が直接接触しないダイヤフラムの外周部に
は空間を有しており、特にこの空間における殺菌のためのエネルギー効率が悪かった。
【００１０】
　本発明は、電磁弁の内部が十分に殺菌可能で、かつ、殺菌効率の良い電磁弁及び飲料供
給装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明は、次の通り構成される。
　（態様１）弁箱と、前記弁箱に飲料を流入する入口ポートと、前記弁箱から飲料を流出
する出口ポートと、前記入口ポート及び前記出口ポートの間で前記弁箱に収容される可動
心部と、前記可動心部の一端側に設けられ前記出口ポートを閉鎖するシール部と、前記可
動心部の他端側に設けられ前記出口ポートを閉鎖するように前記シール部を付勢する付勢
部材とを備える、電磁弁であって、前記電磁弁は、前記入口ポートから前記出口ポートま
での間で飲料を流すポート間流路と、前記出口ポート側で前記ポート間流路に接続される
循環ポートとを備え、前記シール部が前記出口ポートを閉鎖した状態で、前記入口ポート
及び前記循環ポートの間で、前記ポート間流路を介して殺菌媒体が流通する、電磁弁。（
態様２）態様１に記載の電磁弁において、前記ポート間流路は、前記弁箱の内面または前
記可動心部の外面に形成された１又は複数の溝部であるか、前記ボディ部の内面及び前記
可動心部の外面の間に形成された空間である、電磁弁。（態様３）態様１または２に記載
の電磁弁において、前記循環ポートは、前記出口ポートに隣接する前記弁箱の側壁に設け
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られる、電磁弁。（態様４）態様１～３のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記循
環ポートは、前記電磁弁の長手方向に対して所定の角度をなして配置される、電磁弁。
【００１２】
　（態様５）態様１～４のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記弁箱には、前記可
動心部を進退自在に収容する大径管部を備え、前記大径管部の直径は、前記入口ポート及
び／又は前記出口ポートの直径より大きい、電磁弁。（態様６）態様１～５のいずれか一
項に記載の電磁弁において、前記可動心部が可動鉄心部であり、前記電磁弁は前記可動鉄
心部を磁力で移動するためのコイル部を備える、電磁弁。（態様７）態様１～６のいずれ
か一項に記載の電磁弁において、前記付勢部材はスプリングであり、前記電磁弁は前記ス
プリングを収容する収容部を備える、電磁弁。（態様８）態様７に記載の電磁弁において
、前記収容部は、前記可動心部の前記他端側に設けられた凹状収容部であり、前記入口ポ
ート及び前記凹状収容部の間に前記スプリングが収容される、電磁弁。（態様９）態様８
に記載の電磁弁において、前記凹部状収容部には１つまたは複数のスリットが設けられ、
前記スリットを介して前記ポート間流路及び前記入口ポートが連通される、電磁弁。（態
様１０）態様７に記載の電磁弁において、前記電磁弁は、前記入口ポートから前記弁箱内
に延長する延長管部を備え、前記収容部は、前記延長管部と前記弁箱との間に形成される
環状収容部である、電磁弁。（態様１１）態様１０に記載の電磁弁において、前記延長管
部には１つまたは複数のスリットが設けられ、前記スリットを介して前記ポート間流路及
び前記入口ポートが連通される、電磁弁。
【００１３】
（態様１２）態様１０又は１１に記載の電磁弁において、前記延長管部はその末端に開口
が設けられ、前記開口を介して前記ポート間流路及び前記入口ポートが連通される、電磁
弁。（態様１３）態様１～１２のいずれか一項に記載の電磁弁において、前記循環ポート
は前記弁箱の下部に設けられる、電磁弁。（態様１４）態様１～１３のいずれか一項に記
載の電磁弁において、前記殺菌媒体は、熱水である、電磁弁。（態様１５）態様１～１４
のいずれか一項に記載の電磁弁を備える、飲料供給装置。（態様１６）態様１５に記載の
飲料供給装置において、前記循環ポート又は前記入口ポートに接続される管路に加熱部材
を備える、飲料供給装置。（態様１７）態様１６に記載の飲料供給装置において、前記シ
ール部が前記出口ポートを閉鎖した状態で、前記加熱部材の加熱により生成した殺菌媒体
が、前記循環ポート又は前記入口ポートを介して、前記電磁弁内に供給される、飲料供給
装置。（態様１８）態様１６又は１７に記載の飲料供給装置において、前記殺菌媒体が前
記加熱部材に加熱されて生じた対流により、前記循環ポート又は前記入口ポートを介して
、前記電磁弁内に供給される、飲料供給装置。（態様１９）態様１５～１８のいずれか一
項に記載の飲料供給装置において、前記電磁弁に殺菌媒体を循環させる循環管路を備える
、飲料供給装置。（態様２０）態様１５～１９のいずれか一項に記載の飲料供給装置であ
るウォータサーバ。（態様２１）態様２０に記載のウォータサーバは、冷水供給部側に前
記電磁弁を備える、ウォータサーバ。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、電磁弁の閉鎖状態で電磁弁内部を確実に殺菌できる。さらに、本発明は、電
磁弁の閉鎖状態で、シール部周囲、溝部、及び付勢部材も確実に殺菌できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る電磁弁の閉鎖状態の断面図である。
【図２】図１の電磁弁の開放状態の断面図である。
【図３】本発明の第２の実施形態に係る電磁弁の閉鎖状態の断面図である。
【図４】図３の電磁弁の開放状態の断面図である。
【図５】第１の実施形態の電磁弁を有する第１の循環管路を示す構造図である。
【図６】第１の実施形態の電磁弁を有する第２の循環管路を示す構造図である。
【図７】従来のウォータサーバの給水構造を示す模式図である。
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【図８】従来のウォータサーバに用いる電磁弁の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の電磁弁及び飲料供給装置を、ウォータサーバ用電磁弁及びウォータサーバに適
用した各実施形態を以下説明する。なお、本発明の各実施形態のウォータサーバの給水構
造は、図７のウォータサーバと同様であるが、図７のウォータサーバの電磁弁に換えて、
後述する各実施形態の電磁弁を備える。本発明の各実施形態の電磁弁及びウォータサーバ
は、流路の殺菌時に電磁弁のシール部の周囲を殺菌できる電磁弁を有する。
【００１７】
（第１の実施形態）
　本発明の第１の実施形態に係るウォータサーバ用電磁弁を、図１及び２を用いて説明す
る。電磁弁１０は、後述のシール部１９等の弁体を収容すると共にシール部１９により開
閉される流路を構成する弁箱１１を備え、弁箱１１は、飲料水が流入する入口ポート１１
ａと、飲料水が流出する出口ポート１１ｂと、殺菌媒体（熱水、温水または殺菌剤）が循
環する循環ポート１１ｃと、各ポートに連通する大径管部１１ｄとをそれぞれ備える。弁
箱１１において、入口ポート１１ａ、大径管部１１ｄ、及び出口ポート１１ｂは直線状に
配置され、循環ポート１１ｃは、出口ポート１１ｂ側で、電磁弁１０の長手方向に対して
所定の角度をなして大径管部１１ｄに接続される。所定の角度は、好ましくは、４５度か
ら１３５度の範囲、より好ましくは８０度から１００度の範囲、さらに好ましくはほぼ直
角とすることができる。大径管部１１ｄの内径は、各ポートの内径より大きく形成される
。図１及び２に示すように、循環ポート１１ｃは、出口ポート１１ｂに隣接する弁箱１１
の側壁に設けられる。
【００１８】
　また、電磁弁１０は、大径管部１１ｄの内面に当接しつつ、その長手方向に沿って進退
可能な可動鉄心部１３と、大径管部１１ｄ内で可動鉄心部１３の一端（左端）に設けられ
、出口ポート１１ｂを閉鎖可能なシール部１９と、可動鉄心部１３を出口ポート１１ｂに
向けて付勢するリターンスプリング（付勢部材）１７と、大径管部１１ｄの外側に配置さ
れ、可動心部１３を磁力で移動するためのコイル部１５とを備える。なお、スプリング１
７は、可動心部１３の他端（右端）と入口ポート１１ａとの間に設けられる。
【００１９】
　シール部１９はゴム等の可撓性部材から円盤状に形成される。シール部１９の直径は、
可動鉄心部１３の直径よりも小さく、出口ポート１１ｂの開口直径よりも大きい。可動鉄
心部１３は、細長い円柱状であり、その外周曲面上に長手方向に沿って水が流通可能な１
つまたは複数の溝部１３ａが形成される。溝部１３ａによって、入口ポート１１ａ及び出
口ポート１１ｂの間を接続するポート間流路が構成される。また、溝部は、可動鉄心部１
３の外面でなく、大径管部１１ｄの内面に、その長手方向に沿って１つまたは複数形成し
てもよい。さらに、溝部を形成せずに、弁箱１１の内面と可動鉄心部１３の外面との間に
、入口ポートから出口ポートまで空間を形成することにより、ポート間流路を構成しても
よい。可動鉄心部１３の他端（図１の右端）には、スプリング１７を収容する凹状の収容
部１３ｂが形成される。可動鉄心部１３の、溝部１３ａ及び収容部１３ｂが重なる部分に
は、水を流通可能とする複数のスリット１３ｃが形成される。
【００２０】
　電磁弁１０の閉鎖状態における殺菌媒体の流れを説明する。図１に示すように、電磁弁
１０は、可動鉄心部１３及びシール部１９が前進してシール部１９が出口ポート１１ｂを
閉鎖した閉鎖状態にある。この閉鎖状態で、順流や逆流で殺菌媒体（熱水、温水または殺
菌剤）を流すことができる。具体的には、順流として、殺菌媒体が電磁弁１０の入口ポー
ト１１ａに流入すると、殺菌媒体は、収容部１３ｂ、複数のスリット１３ｃ、複数の溝部
１３ａ、シール部１９の周囲、循環ポート１１ｃの順に流れ、電磁弁１０の外部に流出し
て、後述する循環管路を通って循環する。また、逆流として、殺菌媒体が電磁弁１０の循
環ポート１１ｃに流入すると、殺菌媒体は、シール部１９の周囲、複数の溝部１３ａ、複
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数のスリット１３ｃ、収容部１３ｂ、入口ポート１１ａの順に流れ、電磁弁１０の外部に
流出して、後述する循環管路を通って循環する。第１実施形態においては、殺菌媒体を、
順流のみで流すか、逆流のみで流すか、または、順流及び逆流を交互に切換えて流すこと
ができる。
【００２１】
　次に、電磁弁１０の開放状態における飲料水の流れを説明する。図２に示すように、電
磁弁１０は、可動鉄心部１３及びシール部１９が後退してシール部１９が出口ポート１１
ｂを開放した開放状態にある。この開放状態で、図示しない冷水タンクから飲料水（冷水
）が電磁弁１０の入口ポート１１ａに流入すると、飲料水は、収容部１３ｂ、複数のスリ
ット１３ｃ、複数の溝部１３ａ、シール部１９の周囲を順に通って、出口ポート１１ｂか
ら電磁弁１０の外部（冷水注水部）に流出する。なお、循環ポート１１ｃに接続される管
路は図示しない弁により閉鎖等されるため、飲料水は循環ポート１１ｃ側には流出しない
。
【００２２】
（第２の実施形態）
　第２の実施形態に係る電磁弁２０を図３及び４を用いて説明する。電磁弁２０は、後述
のシール部２９等の弁体を収容すると共にシール部２９により開閉される流路を構成する
弁箱（ボディ部）２１を備え、弁箱２１は、飲料水が流入する入口ポート２１ａと、飲料
水が流出する出口ポート２１ｂと、殺菌媒体（熱水、温水または殺菌剤）が循環する循環
ポート２１ｃと、各ポートに連通する大径管部２１ｄとをそれぞれ備える。弁箱２１にお
いて、入口ポート２１ａ、大径管部２１ｄ、及び出口ポート２１ｂは直線状に配置され、
循環ポート２１ｃは、出口ポート２１ｂ側で、電磁弁１０の長手方向に対して前記所定の
角度をなして大径管部２１ｄに接続される。さらに、図３及び４に示すように、循環ポー
ト２１ｃは、出口ポート２１ｂに隣接する弁箱２１の側壁に設けられる。
【００２３】
　また、電磁弁２０は、大径管部２１ｄの内面に当接しつつ、その長手方向に沿って進退
可能な可動鉄心部２３と、大径管部２１ｄ内で可動鉄心部２３の一端（左端）に設けられ
、出口ポート２１ｂを閉鎖可能なシール部２９と、可動鉄心部２３を出口ポート２１ｂに
向けて付勢するリターンスプリング（付勢部材）２７と、大径管部２１ｄの外側に配置さ
れ、可動心部２３を磁力で移動するためのコイル部２５とを備える。なお、スプリング２
７は、大径管部２１ｄ内で可動心部２３の他端（右端）及び入口ポート２１ａの間に設け
られる。
【００２４】
　シール部２９はゴム等の可撓性部材から円盤状に形成される。シール部２９は、さらに
フランジ部２９ａを有し、フランジ部２９ａの直径は、可動鉄心部２３の直径よりも小さ
く、出口ポート２１ｂの直径よりも大きい。可動鉄心部２３は、細長い円柱状であり、そ
の外周曲面上に長手方向に沿って水が流通可能な１つまたは複数の溝部２３ａが形成され
る。溝部２３ａによって、入口ポート２１ａ及び出口ポート２１ｂの間を接続するポート
間流路が構成される。なお、溝部は、可動鉄心部２３の外面でなく、大径管部２１ｄの内
面に１つまたは複数形成してもよい。さらに、溝部を形成せずに、弁箱２１の内面と可動
鉄心部２３の外面との間に、入口ポートから出口ポートまで空間を形成することにより、
ポート間流路を構成してもよい。可動鉄心部２３の他端（図３の右端）側では、入口ポー
ト２１ａの管路を大径管部２１ｄ内まで延長した延長管部２１ａ１が設けられる。入口ポ
ート２１ａの延長管部２１ａ１の外面と、大径管部２１ｄの内面との間に形成された環状
空間がスプリング２７を収容する収容部２１ｅを構成する。可動鉄心部２３に対向する延
長管部２１ａ１の端面には、開口２１ａ２が形成される。延長管部２１ａ１の周囲には、
大径管部２１ｄの長手方向に平行に１つまたは複数のスリット２１ａ３が形成される。開
口２１ａ２及びスリット２１ａ３により、入口ポート２１ａと大径管部２１ｄ内部との間
で水が流通可能となる。
【００２５】
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　電磁弁２０の閉鎖状態における殺菌媒体の流れを説明する。図３に示すように、電磁弁
２０は、可動鉄心部２３及びシール部２９が前進してシール部２９が出口ポート２１ｂを
閉鎖した閉鎖状態にある。この閉鎖状態で、順流や逆流で殺菌用の殺菌媒体（熱水、温水
または殺菌剤）を流すことができる。具体的には、順流として、殺菌媒体が電磁弁２０の
入口ポート２１ａに流入すると、殺菌媒体は、開口２１ａ２及び複数のスリット２１ａ３
、収容部２１ｅ、複数の溝部２３ａ、シール部２９の周囲の順に流れ、電磁弁２０の外部
に流出して、後述する循環管路を通って循環する。また、逆流として、殺菌媒体が電磁弁
２０の循環ポート２１ｃに流入すると、殺菌媒体は、シール部２９の周囲、複数の溝部２
３ａ、収容部２１ｅ、開口２１ａ２及び複数のスリット２１ａ３、入口ポート２１ａの順
に流れ、電磁弁２０の外部に流出して、後述する循環管路を通って循環する。第２実施形
態においても、殺菌媒体を、順流のみで流すか、逆流のみで流すか、または、順流及び逆
流を交互に切換えて流すことができる。
【００２６】
　次に、電磁弁２０の開放状態における飲料水の流れを説明する。図４に示すように、電
磁弁２０は、可動鉄心部２３及びシール部２９が後退してシール部２９が出口ポート２１
ｂを開放した開放状態にある。この開放状態で、図示しない冷水タンクから飲料水（冷水
）が電磁弁２０の入口ポート２１ａに流入すると、飲料水は、延長管部２１ａ１、複数の
スリット２１ａ３、収容部１２ｅ、複数の溝部２３ａ、シール部２９の周囲を順に通って
、出口ポート２１ｂから電磁弁２０の外部に流出する。なお、循環ポート２１ｃに接続さ
れる循環路は図示しない弁により閉鎖等されるため、飲料水は循環ポート２１ｃ側には流
出しない。
【００２７】
（循環管路）
　次に、第１の実施形態の電磁弁１０を循環管路に接続した状態を図５及び６を用いて説
明する。図５及び６において、電磁弁１０はいずれも閉鎖状態とされている。なお、図５
及び６では、各循環管路に第１の実施形態の電磁弁１０を配置したが、各循環管路に第２
の実施形態の電磁弁２０を同様に配置することも可能である。
【００２８】
　図５（ａ）を用いて循環管路３０を説明する。循環管路３０には、循環ポート１１ｃに
接続される管路の下方にヒータ（加熱部材）３１が設けられる。電磁弁１０は横型に配置
されるため、入口ポート１１ａ及び出口ポート１１ｂが横方向に並び、循環ポート１１ｃ
が下方向を向いている。循環管路３０で殺菌を行う際は、ヒータ３１が管路内の水を加熱
すると、水が加熱されて殺菌媒体（熱水）となり対流により管路を上昇して、循環ポート
１１ｃ、電磁弁１０の内部、入口ポート１１ａの順に循環する。
【００２９】
　図５（ｂ）を用いて循環管路４０を説明する。循環管路４０には、循環ポート１１ｃに
接続される管路の下方にヒータ４１（加熱部材）が設けられる。電磁弁１０は縦型に配置
されるため、入口ポート１１ａ及び出口ポート１１ｂが縦方向に並び、循環ポート１１ｃ
が横方向を向いている。循環管路４０で殺菌を行う際は、ヒータ４１が管路内の水を加熱
すると、水が加熱されて殺菌媒体（熱水）となり対流により管路を上昇して、循環ポート
１１ｃ、電磁弁１０の内部、入口ポート１１ａの順に循環する。
【００３０】
　図６（ａ）を用いて循環管路５０を説明する。循環管路５０には、入口ポート１１ａに
接続される管路から下方に分岐する管路にヒータ（加熱部材）５１が設けられる。電磁弁
１０は横型に配置されるため、入口ポート１１ａ及び出口ポート１１ｂが横方向に並び、
循環ポート１１ｃが下方向を向いている。循環管路５０で殺菌を行う際は、ヒータ５１が
管路内の水を加熱すると、水が加熱されて殺菌媒体（熱水）となり対流により管路を上昇
して、入口ポート１１ａ、電磁弁１０の内部、循環ポート１１ｃの順に循環する。
【００３１】
　図６（ｂ）を用いて循環管路６０を説明する。循環管路６０には、入口ポート１１ａに
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接続される管路から下方に分岐する管路にヒータ（加熱部材）６１が設けられる。電磁弁
１０は縦型に配置されるため、入口ポート１１ａ及び出口ポート１１ｂが縦方向に並び、
循環ポート１１ｃが横方向を向いている。循環管路６０で殺菌を行う際は、ヒータ６１が
管路内の水を加熱すると、水が加熱されて殺菌媒体（熱水）となり対流により管路を上昇
して、入口ポート１１ａ、電磁弁１０の内部、循環ポート１１ｃの順に循環する。
【００３２】
　本発明の第１及び第２の実施形態の電磁弁は、出口ポート及び出口ポートを閉鎖する側
のシール部の表面を除く、電磁弁の内部表面の全てにおいて、殺菌媒体を循環することが
できるため、短い時間で効率良く電磁弁全体を殺菌温度に加熱することができ、適切な殺
菌効果を得ることとともに、殺菌に必要なエネルギーを従来よりも削減することができる
。
　なお、本発明の第１及び第２の実施形態において、電磁弁１０または２０を備える飲料
供給装置として、水を供給するウォータサーバを記載したが、本発明はウォータサーバに
限定されず、例えば、清涼飲料水を供給する飲料供給装置に適用してもよい。さらに、本
発明の第１及び第２の実施形態において、電磁弁１０または２０が飲料供給装置に設けら
れたが、これに限定されず、当該電磁弁を飲料でない任意の液体を供給する液体供給装置
に設けることもできる。
【符号の説明】
【００３３】
１０　　電磁弁
１１　　弁箱
１１ａ　入口ポート
１１ｂ　出口ポート
１１ｃ　循環ポート
１１ｄ　大径管部
１３　　可動鉄心部
１３ａ　溝部（ポート間流路）
１３ｂ　スリット
１５　コイル部
１７　スプリング（付勢部材）
１９　シール部（弁体）
２０　　電磁弁
２１　　弁箱
２１ａ　入口ポート
２１ｂ　出口ポート
２１ｃ　循環ポート
２１ｄ　大径管部
２１ａ１　延長管部
２１ａ２　開口
２１ａ３　スリット
２３　　可動鉄心部
２５　　コイル部
２７　　スプリング（付勢部材）
２９　　シール部（弁体）
２９ａ　フランジ部
３０　循環管路
３１　ヒータ（加熱部材）
４０　循環管路
４１　ヒータ（加熱部材）
５０　循環管路



(10) JP 2018-71663 A 2018.5.10

５１　ヒータ（加熱部材）
６０　循環管路
６１　ヒータ（加熱部材）

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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